













































は 1兆 5035 億円，アメリカは 30 兆 6664 億円である(1)。しかし，日本の寄
付市場は年々増加傾向(2)にあり，日本人の寄付行動はますます広がりをみせ
ているといわれている(3)。例えば，2011 年 3 月 11 日に宮城県牡鹿半島沖を
震源として発生した東日本大震災では，地震後に発生した津波により太平洋
沿岸部で大規模な被害が生じ，死者，行方不明者 2万人以上，建築物の全





















による寄付を行った人は，8457 万人と推計され，日本人の 15 歳以上の人口
の 76.9％が行っており，寄付額は 6000 億円を超えていたといわれてい
る(6)。さらに，直接被災地の復旧，復興支援にかかる主要なNPO法人への







(4) 総務省（消防庁発表）А平成 23 年（2011）東北地方太平洋沖地震第（159 報
別紙）Б平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震とりまとめ報（2019）1
頁以下，復興庁А避難所生活者・避難所の推移（東日本大震災，阪神・淡路
大震災及び中越地震の比較）Б（2011）参照。
(5) 日本ファンドレイジング協会編・前掲注（2）（寄付白書 2011）13 頁以下。
(6) 鵜尾雅隆А日本の寄付市場の現状とこれからの可能性Ё寄付 10 兆円時代実現
に向けた現状と課題ЁБボランティア学研究 14 回（2014）71 頁。





































































































































































































































































































































































































































































































































いると思われる。また同時期の判例である，大判大正 12 年 5 月 18 日刑集 2

































(52) 第 1 章のⅢの学説の紹介おいて記載している民法の条文は，民法の一部を改
正する法律（平成 29 年法律第 44 号（平成 29 年 5 月 26 日成立，同年 6月 2
日公布。令和 2年 4月 1日施行））の施行前の条文であり，信託法の条文に関
しても，現行信託法（平成 18 年 12 月 15 日法律第 105 号。平成 18 年 12 月 8
日成立，同年 12 月 15 日公布。平成 19 年 9 月 30 日公布）の施行前の条文で
ある。
(53) 石坂・前掲注（35）183 頁，中島・前掲注（41）236┡237 頁。










































































































































(74) 石坂・前掲注（35）190┡191 頁，中島・前掲注（41）246┡248 頁。
(75) 石坂・前掲注（35）191 頁。
(76) 中島・前掲注（41）247┡248 頁。















































































　(1）Y1・Y2・Y3 の 3 名は，大正 10 年 5 月 21 日訴外合名会社Dを訪問
し上記会社の社員訴外Eと交渉の結果，上記の道路の敷地にある同会社所
有の土地 28 坪 7 合 5 勺全部の寄付を受けることになり，その内 14 坪は土地




けることに訴外Eと合意した。しかし，その後，Y1・Y2・Y3 の 3 名は，




Y3 の 3 名は，訴外Fが占有する金員の中から当時上記敷地買収のため訴外
Fより預かった金 750 円を各自 250 円に分配両得して，横領した。（2）Y1
および訴外F（原審被告人）は，大正 10 年 5 月 21 日，訴外 G商事合名会社
を訪問し上記会社の支払人訴外Hと交渉の結果，上記道路の敷地にあたる
同会社所有の土地 81 坪 3 合のうち 40 坪 6 合 5 勺は土地をもって寄付を受
け，残り 40 坪 6 合 5 勺は代金 2000 円で買収しこの内，500 円の寄付を受け
ることになったので，残金 500 円を訴外 G商事合名会社に支払った。しか
し，同日 25 日頃，訴外FおよびY1・Y2・Y3 の 4 名は，上記買収の土地代




































Ё（二）寄付金と横領罪の成立Б法協 42 巻 7 号（1924）180 頁，中野・前掲
注（84）221 頁。そのほか，広島高判昭和 31 年 2 月 18 日高等裁判所刑事裁

































































































































































































ときは贈与に近い形を（民法 41 条 1 項）(111)，それが遺言によってなされたと


























































































































































































































































































































































































る事務処理（民法 656 条，643 条），これに伴う費用（の一部）を負担するので
あるから（民法 649 条，650 条），これは（準）委任として構成できるとし，寄
付の法的構成を委任によって捉えることが適切であるとする(155)。そうすれ















































































































































































































































































































Н本研究は JSPS 科研費 19K23150 の助成を受けたものである。
(136)
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